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１　赤十字の災害救護活動
１）国内救護活動の法的根拠
（1）ジュネーブ諸条約・3つの追加議定書 1）
　ジュネーブ諸条約は、戦争犠牲者保護条約であり、4
つの条約と 3つの追加議定書からなり、戦地にある軍隊
の傷者及び病者の状態の改善に関する 1949 年 8 月 12 日
のジュネーブ条約第 1条約（陸の条約）において、第
26 条（赤十字社及び救済団体の職員の保護）、第 28 条
（留置された要員）、海上にある軍隊の傷者、病者及び難
船者の状態の改善に関する 1949 年 8 月 12 日のジュネー
ブ条約第 2条約（海の条約）第 24 条（救済団体の病院
船）、第 25 条（中立国救済団体の病院船）のとおり赤十
字社の職員が衛生要員として活動する際の地位の問題及
び、戦時における文民の保護に関する 1949 年 8 月 12 日
のジュネーブ条約第 4条約（文民の条約）第 25 条（家
族の消息）、第 63 条（赤十字社）のとおり、何らかの事
情により家族との間で通常の郵便により通信を交換する
ことが困難又は不可能となった場合の各国赤十字社の協
力及び役割等について規定されている。また、ジュネー
ブ条約追加議定書第 1追加議定書「国際的武力紛争の犠
牲者の保護に関し 1949 年 8 月 12 日のジュネーブ諸条約
に追加される議定書」第 6条（資格を有する者）におい
ては、資格を有する者を養成するよう努めるうえで各国
赤十字社が果たすべき役割及び第 33 条（行方不明者）
のとおり、行方不明であると報告された者に関する情報
及びその情報についての伝達を各国赤十字社が果たすべ
き役割等について言及されている。さらに、第 81 条
（赤十字その他の人道的団体の活動）により、紛争犠牲
者のための人道的活動を行うため、必要な便益を与えら
れることになっている。第 2号追加議定書「非国際的武
力紛争の犠牲者の保護に関し 1949 年 8 月 12 日のジュネ
ーブ諸条約に追加される議定書」においても、第 18 条
要旨
　平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分、宮城県牡鹿半島沖を震源にマグニチュード 9.0 の地震が発生した。（東日本大震災）
この地震により場所によっては、高さ 10m以上の大津波が発生し、東北地方の太平洋沿岸部に甚大な被害をもたらし
た。震災による死者・行方不明者は約 2万人、建築物の全壊・半壊は合わせて 18 万戸以上に上っている。
　日本赤十字社（本社・東京都港区芝大門）は地震発生後、直ちに災害対策本部を本社内に設置し、被災地にある日本
赤十字社宮城県支部等へ職員を派遣した。その中で日本赤十字社愛知県支部は、名古屋第一赤十字病院および名古屋第
二赤十字病院から救護班 2個班、国内型緊急対応ユニット（domestic Emergency Response Unit 以下「dERU」）を
福島県へ派遣、また名古屋第二赤十字病院より災害派遣医療チーム（Disaster Medical Assistance Team 以下
「DMAT」）1チームを岩手県へ派遣した。
　発生から 6日後の 3月 17 日から 21 日までの 5日間、日本赤十字社愛知県支部救護班第 4班の連絡調整員として宮城
県石巻赤十字病院を拠点（災害対策本部）とした救護活動を行った小職の報告である。
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（救済団体及び救済活動）武力紛争の犠牲者に関する伝
統的な任務を遂行するため役務を提供することができる
等規定されている。
（2）日本赤十字社法 2）・定款 3）
　日本赤十字社法のとおり、日本赤十字社は「赤十字に
関する諸条約及び赤十字国際会議において決議された諸
原則の精神にのっとり、赤十字の理想とする人道的任務
を達成することを目的とする」（日本赤十字社法第 1条）。
その任務の一つとして、「非常災害時又は伝染病流行時
において、傷病その他の災やくを受けた者の救護を行う
こと」（日本赤十字社法第 27 条第 1項第 2号）を定め、
また定款には、この任務を遂行するための事業の一つと
して、「救護員を確保し、その養成訓練を行い、救護材
料を準備するほか、救護に関する組織及び装備を整備す
ること」と規定されている（日本赤十字社定款第 48 条
第 1項第 1号）。
（3）公的救護活動との関連
　災害救助法 4）は、災害に際して、国が地方公共団体、
日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に、応急
的に、必要な救助を行い、災害にかかった者の保護と社
会の秩序の保全を図ることを目的として制定されてい
る。同法において、政府は、日本赤十字社に、政府の指
揮監督の下に、救助に関し地方公共団体以外の団体又は
個人がする協力の連絡調整を行なわせることができる
（災害救助法第 31 条の 2第 2項）。この場合、委託され
た事項の実施のために支弁した費用は、補償される（災
害救助法第 34 条）。
　また、災害救助法を受けて、「災害救助に関する厚生
大臣と日本赤十字社長との協定 5）」が取り交わされてお
り、災害救助法による救助は、国の責任において行われ
るものであるから、救助の実施については、都道府県知
事が責任を負うのであって、日本赤十字社は、これに協
力するという建前である。災害救助法第 31 条の 2第 1
項の規定は、災害救助法による救助に対する日本赤十字
社の協力義務を総括的宣言に述べたものである。災害救
助法第 32 条の規定による委託事項は、差し当って医療、
助産及び死体の処理（一時保存を除く。）で都道府県知
事が委託を適当と認める範囲のものとし、主たる内容と
する委託については以下のとおりである。
① 医療及び助産を行うため、日本赤十字社都道府県支
部長は、日本赤十字社職員等医師からなる救護班を
5個班以上編成しなければならない。
② 日本赤十字社は、市町村の区域毎に、医療関係者等
を以て医療班を編成すること。
③ 日本赤十字社は、市町村の区域毎に、日本赤十字社
奉仕団を編成し、第一救護に当る篤志救助員を設置
すること。
　さらに、日本赤十字社には、地方公共団体以外の団体
又は個人と同等の位置で救助に関し協力をなす立場とこ
れらの協力の連絡調整を行う立場がある。
　災害対策基本法 6）は、国土並びに国民の生命、身体
及び財産を災害から保護するため、防災に関し、国、地
方公共団体及びその他の公共機関を通じて必要な体制を
確立し、責任の所在を明確にするとともに、防災計画の
作成、災害予防、災害応急対策、災害復旧及び防災に関
する財政金融措置その他必要な災害対策の基本を定める
ことにより、総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推
進を図り、もつて社会の秩序の維持と公共の福祉の確保
に資することを目的として制定されている。この法律に
おいて、日本赤十字社は「指定公共機関」（災害対策基
本法第 2条第 5号）として位置付けられ、その業務に係
る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを
実施するとともに、この法律の規定による国、都道府県
及び市町村の防災計画の作成及び実施が円滑に行なわれ
るように、その業務について、当該都道府県又は市町村
に対し、協力する責務を有し（災害対策基本法第 6条第
1項）、その業務の公共性又は公益性にかんがみ、それ
ぞれその業務を通じて防災に寄与しなければならない
（災害対策基本法第 6条第 2項）。
　また、東海地震を予知し、地震による災害を防止・軽
減することを目的とした大規模地震対策特別措置法 7）
おいても、日本赤十字社は「指定公共機関」として位置
付けられている。
２）国内救護活動の範囲
（1）日本赤十字社救護規則 8）
　日本赤十字社の災害救護業務には、次の 5つがある。
（日本赤十字社救護規則第２条）
①医療救護
②救援物資の備蓄及び配分
③災害時の血液製剤の供給
④義援金の受付及び配分
⑤その他災害救護に必要な業務
　このうち、救護活動を行うこととなった医療救護につ
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いて次項に述べる。
（2）医療救護活動の目的 9）
　被災地における医療救護活動は、救護班によって実施
される。その目的は、一刻も早い処置が必要な被災者に
対して、被災現場において応急処置をすること。また、
被災により機能を失った地元一帯の医療機関に代わり、
その医療の空白を埋めること。ここでいう空白とは、災
害によって交通が途絶し、地元医療機関の医療が受けら
れない、医療機関が被害を受け、診療ができない、地元
の医療機関が、一日に診療できる患者数をはるかに超え
る多数の患者が発生した場合をいう。さらに、避難所等
へ巡回診療を行うことにより、避難者への精神的支えと
なることとされている。
（3）医療救護活動の内容 9）
　１）国内救護活動の法的根拠（3）公的救護活動との
関連のとおり医療、助産及び死体の処理を委託されてお
り、日本赤十字社独自の判断で、救護班が出動する場合
においても医療救護活動の内容はほぼ同一である。
　医療については、医療を受ける者（医療を必要とする
状態「医療を必要とするに至った原因の如何を問わな
い」「傷害を受けた日時または疾病にかかった日時を問
わない」「患者自身の経済的能力の如何を問わない」「被
災者のみに限定されない」「応急的に医療を施す必要が
あるものでなければならない」）の医療範囲は、医療救
護活動の目的から、真に必要やむを得ない医療であっ
て、応急的な医療に限定される。
　助産については、助産を受ける者（「災害のため、助
産の途を失った者」「現に助産を要する状態の者。出産
のみならず、死産及び流産を含む」「被災者であると否
とは問わない」「本人の経済的能力の如何を問わない」）
の範囲は、分娩の介助、分娩前、分娩後の処置である。
　死体の処理については、災害の際死亡した者につい
て、その遺族等が混乱期のため死体識別等のための洗
浄、縫合、消毒の処置、死体の一時保存あるいは検案を
行うことができない場合に、これらの処理を実施するも
のであり、通常死体の発見から埋葬に移る過程において
行われる。
（4）医療救護の方法・形態 9）
　医療救護は、救護班によって行われるのを原則とし、
救護班が行う医療救護活動は、救護所内で行うのが主で
あるが、状況によっては災害現場で行う場合、あるいは
巡回診療の形をとる場合もある。
　救護所を設置する場合の状況として、現地医療機関が
被災し、その機能が低下または停止したため、現地医療
機関では救護しきれない場合、傷病者が多数で、現地医
療機関だけでは救護しきれない場合、被災地と医療機関
との位置関係、あるいは傷病者の後送に時間がかかるた
め、被災地での救護が必要な場合等がある。また、救護
所の設置場所の絶対条件は、二次災害等の危険がない安
全な場所に設置することであるが、さらに望ましいの
は、「救護所の存在が周囲から判別できる場所」「交通の
要所に近く、傷病者の収容・後送に便利な場所」「混乱
をさけるための適当な面積のある場所」「水、電気、ガ
スなどの確保、汚物の処理等に便利な場所」等である。
　災害現場での医療救護を行う状況として、緊急を要す
る傷病者がいるが、災害現場の状況から現場付近に救護
所を設置することが不可能であり、後送にも時間がかか
る場合や、救護所を運営し、かつ救出現場において救出
直後の傷病者を応急救護する余力がある場合等である。
　巡回診療を行う状況として、被災者が避難所などに避
難しており、多数ではないがそれぞれ緊急を要しない傷
病者を含んでいる場合においては、巡回診療の形で救護
活動を行う場合がある。巡回診療は、避難生活等急激な
環境変化等により思わぬ怪我や病気にかかることもあ
り、十分な医療が受けられない場合があり、軽症であっ
ても災害の痛手に加え、傷病を受けて不安と苦痛を募ら
せながら避難生活を余儀なくされている被災者の苦痛を
軽減し、また他の避難者にも医療機能が働いていること
を知らせ、安心感を与える効果がある。
２．日本赤十字社愛知県支部救護班第４班の活動内容
１）派遣先
　救護班 1班～ 3班が救護活動を行った宮城県石巻市
へ、引き続き派遣されることとなった。災害対策本部が
石巻赤十字病院内に設置されているため、この災害対策
本部を拠点とし、巡回診療による救護活動を行った。
２）救護班の編成
　救護班の標準編成基準では、医師を班長とする 6名
（医師 1名、看護師長 1名、看護師 2名、主事 2名）で
の編成となるが、名古屋第一赤十字病院より 1個班（医
師 1名、看護師長 1名、看護師 2名、主事 2名の計 6
名）、名古屋第二赤十字病院より 1個班（医師 2名、看
護師長 1名、看護師 2名、主事 2名の計 7名）の 2個班
編成及び連絡調整員 2名、マイクロバス運転要員 2名、
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名古屋第二赤十字病院副看護部長 1名総勢 18 名の救護
班を編成し、救護活動を行うこととなった。
３）救護活動記録
（1）3月 17 日（木）被災地宮城県石巻市へ向け出発
　9：00 に日本赤十字社愛知県支部（名古屋市東区）へ
連絡調整員 4名が集合し、食糧・水・ガソリン・軽油等
不足しているもの及び救護活動に必要であると思われる
資材を支部公用車（トヨタノア）及び救護班輸送車（マ
イクロバス）に乗せ、名古屋第二赤十字病院救護班 1個
班（7名）と名古屋第一赤十字病院救護班 1個班（6名）
が 11：00 に救護班第４班（18 名）として集結し、マイ
クロバスで被災地宮城県石巻市へ向け出発した。
　先発隊（1班～ 3班）の情報では、宮城県石巻市まで
片道約 15 時間かかると聞いていた。そのため、日本赤
十字社栃木県支部からの申出により、被災地へ向かう赤
十字救護班へ無償にて支部施設内の一部を宿泊施設とし
て提供いただいているため、日本赤十字社栃木県支部で
１泊し、被災地へ向かうこととなった。
　東名高速道路三好 ICから東北自動車道宇都宮 ICま
で約 8時間かかったが、被災地ではガソリンが不足して
いて、緊急車両でも給油することが非常に困難であると
先発隊からの事前情報を得ていたため、ガソリンを常に
確保しつつ、被災地に到着できるよう考えており、ガソ
リン給油のできるサービスエリアをあらかじめ情報収集
しながらの高速道路通行であった。しかし、静岡県に入
ってから東へ行くにつれて、徐々に規制（給油リットル
制限）が強まっていった。（ガソリン給油のできる大き
なサービスエリアでは、ガソリンを給油するために長蛇
の列ができていた。）
　20：00 頃日本赤十字社栃木県支部へ到着し、ミーテ
ィングを行い、18 日（金）5：30 に出発することとなっ
た。そのため、救護班第 4班全員分の朝食を確保する必
要があるため、近くのコンビニへ買い出し（パン・おに
ぎり等）に出かけたが、どのコンビニも震災による品不
足で商品が陳列されておらず、品薄の状態であったが、
セブンイレブン系列のコンビニにはまだ商品が陳列され
ている情報を得たため、向かってみると確かに陳列され
ており、食糧を確保することができた。
　まだまだ、被災地までは距離があるが、東日本圏内で
は、震災の影響によりガソリン・食糧品等不足している
ことを肌で感じ、被災地のことを考えると一刻も早く被
災地へという気持ちが強くなった。
（2）3月 18 日（金）被災地宮城県石巻市到着
　5：30 に日本赤十字社栃木県支部を出発した。東北自
動車道宇都宮 ICから高速道路へ入り、宮城県石巻市に
ある石巻赤十字病院を目指した。
　被災地へ近づくにつれ、地震の影響で道路に大きなひ
びが入っている箇所や、大きく段差がある箇所が多々あ
り、今回の地震の大きさをあらためて感じ、また、救護
班を無事石巻赤十字病院までたどり着くよう、細心の注
意を払いながら、先導車の運転を行った。
　出発から約 7時間後東北自動車道を降り、一般道を通
図 2　宮城県石巻市の位置（詳細）10）
図 1　宮城県石巻市の位置 10）
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り石巻赤十字病院に到着した。
　石巻赤十字病院は、内陸部にあり、建物は比較的新し
く特殊構造（免震）建築であるため、建物に問題なくす
ぐにライフラインが復旧し、救護活動を開始していた。
　病院内の２階に災害対策本部が設置されており、ここ
で救護班登録を行い、救護班第３班から引継ぎ後、午後
より名古屋第一赤十字病院、名古屋第二赤十字病院合同
で湊地区へ巡回診療のため出発した。連絡調整員の小職
は災害対策本部にて待機し、情報収集を行った。災害発
生から約 1週間が経過し、石巻市内の避難所数はこの時
点で約 130 か所となっていた。災害対策本部では、避難
所の状況を把握するため、避難所環境アセスメント一覧
表が作成されており、これは、各救護班が巡回診療を行
う避難所先でアセスメントシート（避難者数、避難所責
任者、食糧の状況、ライフラインの状況、トイレ（衛生
面）状況等）に記入し、その内容を一覧表へ反映させた
ものであり、この避難所環境アセスメント一覧表は日を
追うごとにみるみるその情報が蓄積され、一目でどの避
難所がどのような状況なのか把握できる内容となってい
った（ローラー作戦）。
　16：00 頃湊地区へ巡回診療のため出発した名古屋第
一赤十字病院、名古屋第二赤十字病院の合同救護班が災
害対策本部へ帰還した。
　18：00 から全体ミーティング（各救護班から 1名代
表で出席）を行い、終了後、この内容の伝達及びミーテ
ィング、夕食そして就寝したが、病院内に寝る場所がな
く、この派遣されている間、ずっと車の中が就寝場所で
あった。
（3）3月 19 日（土）巡回診療開始
　7：00 頃全体ミーティングを行い、この日の巡回診療
先が決定した。名古屋第一赤十字病院救護班は湊小学
校、名古屋第二赤十字病院救護班は北上町とそれぞれ決
定した。小職は、各救護班を見送った後、救護活動の長
期化を見据え、救護資材、食糧等の在庫確認及び在庫整
理を行った。少なくなっているものは、次の救護班が来
る便で補充しなければならないため、今後の救護活動を
行う際、重要な業務である。毎日在庫確認をして気づい
たことは、災害時食べるものは、インスタント食品が主
になるため、水が無くなるペースが非常に早く、同時に
水を温めなければならないため、ガスボンベの消費も同
じように早くなくなっていった。
　水も非常時には貴重なものとなるので、水をあまり使
用することのない非常食の必要性を強く感じた。
　救護資材、食糧等の在庫確認後、石巻赤十字病院内で
期限切れ間近のアンパンをいただき、このアンパンを遺
体安置所で業務を行っている職員の方々へ渡すため石巻
市内へ車を走らせた。市内に入ると津波が押し寄せた跡
が生々しく残っており、流されてきた車、船、がれき等
が道の両側へよけられていた。市内でこれだけの被害を
受けているのであれば、もっと海側のところでは甚大な
被害を被っていることが容易に想像できた。市内では多
くの人が食糧、衣服、ガソリン、生活必需品等を求め歩
いている姿が目に飛び込んできた。連日の報道にもあっ
たように店の前で並んでいるが、横入りすることなく、
規律よく並んでいる様子が目に留まった。
　16：00 頃、名古屋第一赤十字病院救護班、名古屋第
二赤十字病院救護班が巡回診療より帰還した。ミーティ
ングの中で、地元の保健師から「こころのケア」の必要写真 3　石巻赤十字病院　災害対策本部
写真 2　石巻赤十字病院　災害対策本部
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性が高まってきているため、ただ診療を行うのではな
く、被災者が診療を受けにきたこと自体が「こころのケ
ア」のサインの兆しなので、そう思って一人ひとりに診
療をし、また話を聞いてほしいと助言をいただいた。ま
た、名古屋第二赤十字病院救護班が巡回診療を行った北
上町は、震災による地盤沈下が激しい地域で、帰還しよ
うとした時間帯と満潮時が重なってしまい、道路が冠水
し、水が引くまで帰還することができなくなった。翌日
からは、満潮時間をしっかりと頭に入れ、活動するよう
心掛けることとなった。
（4）3月 20 日（日）名古屋第二赤十字病院救護班に同
行し救護活動
　7：00 頃全体ミーティングを行い、この日の巡回診療
先が決定した。名古屋第一赤十字病院救護班は渡波中学
校・小学校周辺、名古屋第二赤十字病院救護班は渡波公
民館とその周辺及び祝田地区１区とそれぞれ決定した。
　小職はこの日、名古屋第二赤十字病院救護班に同行
し、巡回診療を行うこととなった。名古屋第二赤十字病
院からは、医師 2名、看護師 3名主事 2名の計 7名であ
るが、医師が 2名であることから、前日から名古屋第二
赤十字病院救急車と支部公用車（トヨタ ノア）を利用
し 2班に分かれて巡回診療を行った。また、巡回診療に
行くにあたり、地域の状況に詳しい人材を確保する必要
があった。日赤の救護班巡回に協力していただける方々
は石巻市の保健師 4名で、25 程の救護班が活動してい
るため、毎日同行してもらえない状況であったが、石巻
市出身の日赤関係者を確保し、活動に同行していただい
た。名古屋第二赤十字病院救急車には、医師 1名、看護
師 1名、主事 2名、支部公用車（トヨタ ノア）には、
医師 1名、看護師 2名、案内役の日赤関係者 1名、小職
1名にて出発した。小職は運転業務及び無線を主に担当
し、先導車として案内役の指示どおり運転業務を行っ
た。石巻赤十字病院へ派遣されてから、はじめて被災現
場へ入ることもあり、身が引き締まる気持ちであった
が、前日石巻市内へ行ったこともあり、被災者が道を縦
横無尽に歩いていた様子を思い出し、普段の車の運転よ
りもより一層慎重に運転業務を行った。巡回診療先であ
る渡波公民館とその周辺及び祝田地区１区は海に近い場
所であり、津波の被害が大きかった地域のひとつでもあ
る。海側に近づくにつれて、津波による被害が次第に大
きく目に映るようになった。日常では信じられない光景
で、信号は倒れ、電気が復旧していないためその機能を
果たすことができず、交差点では、お互い道を譲るよう
に車が交差していた。また、津波により車だけでなく、
船まで流されていて、道を塞ぐように横たわっていた。
復興するまでかなりの時間と費用、そして被災者の方の
労力を要することが頭の中をよぎりながら、この光景を
見ていて気付いたことは、地震による建物の倒壊は以外
に少なく、そのほとんどは津波によるものであり、も
し、地震による津波が発生しなかったら、このような甚
大な被害を受けることはなかったのではないかと思われ
た。
　車を進め、渡波小学校、渡波公民館へ到着した。避難
所でニーズ調査を行った結果、祝田地区 1区へ出発する
こととなった。調査を行っている間、各避難所を見て回
ったが、避難所が広くないこともあり、体を十分に伸ば
すことができないほど狭いスペースで多くの被災者が避
難生活をされていた。避難者は高齢者の方が多く、まだ
寒い時期であったので、風邪が流行りかけていた。ライ
フラインが復旧していないため、特に衛生面がひどく、
このままでは感染症が広がるのではないかと危惧され
た。また、食糧、衣服が十分ではなく、炊き出しは避難
所で行うため、被災者の中には距離が遠く、また足が悪
い方もみえるため、避難所まで来ることができず、食糧
を確保できない方も多数いるという話も聞こえてきた。
足が悪く自宅の２階で避難生活を余儀なくされ、診療を
受けることができない人もいると聞き、その方の住んで
いるところを聞き込み、祝田地区１区へ出発すると同時
にその方のところへ診療に行くことが決定した。
　祝田地区１区にある輝賓山洞源院、サン・ファンパウ
ティスタパークにて避難所リーダーと打合せした後、診
療を開始した。ここで２班に分かれることとなり、小職
はもう一つの避難所である法音寺へ行くこととなり、到
着後、すぐに診療を開始した。診療を行っている間、小
職は無線要員として主に車に待機していたが、赤十字の
マークを見て安心されたのか被災者の方々からいろいろ
な話を伺うことができた。地震があった時のこと、川を
逆流し津波が来たこと、家が津波に呑まれたこと、避難
所での生活のこと、薬が足らないこと、これから復興の
ためがんばらなければいけないこと等の話を聞きながら
感じたことは、被災したことにより、こころの中にいろ
いろなものを溜め込んでいて、誰かに話したい、誰かに
聞いてほしいという思いを強く感じ、今後はこころのケ
アが必要になるだろうと確信した。その後、足が悪く自
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宅の２階で避難生活をされている方の家での診療後、次
に祝田一区集会所へ向かった。この祝田地区は、旧北上
川が流れ、津波により沿岸の住宅は甚大な被害を受けて
おり、家の塀はすべて倒れ、１階部分まで浸水した形跡
があり、がれきが散乱していた。また、震災による地盤
沈下で毎日満潮の時間になると道路が冠水していた。そ
のため、満潮になる時間よりも前に祝田地区を出発し、
石巻赤十字病院へ帰還した。
　石巻赤十字病院へ帰還すると次の救護班の日赤愛知県
支部救護班第５班が到着していた。全体ミーティングを
終え、第 5班へ引き継ぎし、観光バスにて深夜のうちに
新潟入りし、翌日の 21 日（月）新潟空港から中部国際
空港経由で帰路についた。
図 3　宮城県石巻市渡波、祝田地区の位置 10）
写真 5　祝田地区集会所周辺
写真 4　祝田地区集会所周辺
図 4　宮城県石巻市渡波、祝田地区の位置 10） 写真 6　祝田地区集会所周辺
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３．おわりに
　今回、救護班に同行し、甚大な被害状況を肌で感じ、
人間は自然の力に対しいかに無力であるのかを痛感し
た。
　東日本大震災で亡くなられた方のご冥福をお祈りする
と共に、被災された皆様に心からお見舞い申し上げ、一
日も早い復旧・復興をお祈りする次第です。
参考文献
１）ジュネーブ諸条約・3つの追加議定書
２）日本赤十字社法
３）日本赤十字社定款
４）災害救助法
５）災害救助に関する厚生大臣と日本赤十字社長との協
定
６）災害対策基本法
７）大規模地震対策特別措置法
８）日本赤十字社救護規則
９）日本赤十字社救護班要員マニュアル Ⅲ．災害時に
おける医療救護活動の目的、内容及び方法・形態
10）Google map（http://maps.google.co.jp/）
